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所 得 税 の 計 算 〔Ｐ56〕 

 

 10種類に区分される所得の内容と計算方法についてみてきましたが、次

に、これらの所得からどのようにして納める税額を計算するのかを簡単に

みてみましょう。 

 これまでに説明した計算方法により求めた利子所得の金額、配当所得の

金額で申告分離課税を選択したものを除いたもの、不動産所得の金額、事

業所得の金額、給与所得の金額、総合課税の譲渡所得の金額（ただし、長

期譲渡所得の場合はその２分の１となります。）、一時所得の金額の２分の

１、雑所得の金額を合計したものを「総所得金額」といいます。 

この総所得金額から雑損控除、社会保険料控除、生命保険料控除、地震

保険料控除、障害者控除、配偶者控除、配偶者特別控除、扶養控除などの

所得控除を差し引いて「課税総所得金額」を計算し、これに税率を適用し

て所得税額を算出します。 

 一方、一般株式等又は上場株式等の譲渡による所得や配当所得等で申告

分離課税を選択したもの、先物取引に係る雑所得等、土地や建物の譲渡所

得で申告分離課税とされるもの、山林所得、退職所得は、他の所得とは分

離して所得税額を算出します。 

所得税等の申告納税額は、次の①から④の順に計算します。 

① 所得税額から、所得税額から差し引かれる金額（定額減税額や配当

控除額など）を差し引きます。 

② ①で算出した金額を基準所得税額として、その金額に2.1％の税率

を掛けて復興特別所得税を計算します。 

③ ①で算出した所得税額と②で算出した復興特別所得税額を合計しま
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す。 

④ ③で算出した金額から源泉徴収された所得税等の額などを差し引い

て所得税等の申告納税額を算出します。 

１ 所得控除〔Ｐ59〕 

所得控除には、次のようなものがあります。 

⑴ 雑損控除〔Ｐ59〕 

災害又は盗難若しくは横領によって、納税者本人や納税者本人と生

計を一にする総所得金額等が48万円以下の親族の資産に損害を受けた

場合や、納税者本人が災害などに関連してやむを得ない支出をした場

合には、その資産の損失や支出のうち、一定額を所得から控除するこ

とができます。 

 なお、事業用資産や山林、生活に通常必要でない資産について受け

た損失は雑損控除の対象とはならず、詐欺や脅迫による損失も対象と

なりません。 

⑵ 医療費控除〔Ｐ60〕 

納税者本人や納税者本人と生計を一にする親族のために医療費を支払

った場合は、200万円を限度として、一定額を所得から控除することが

できます。 

 医療費とは、次の①から⑧のような費用のうち、その病状などに応

じて一般的に支出される水準を著しく超えない部分の金額及び⑨のよ

うな介護保険制度の下で提供される一定のサービスの対価、⑩及び⑪

のような費用で診療や治療などを受けるために直接必要なものなどを

いいます。 

① 医師、歯科医師による診療や治療費 
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② 治療や療養に必要な医薬品の購入費 

③ 病院や診療所、指定介護老人福祉施設、指定地域密着型介護老人

福祉施設、助産所に収容されるための人的役務の提供費 

④ 治療のためのあんまマッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道

整復師などに支払った施術費 

⑤ 保健師や看護師、准看護師、特に依頼した方による在宅療養を含

んだ療養上の世話費 

⑥ 助産師に支払った分べん介助費 

⑦ 医師等による一定の特定保健指導費 

⑧ 介護福祉士等による喀痰吸引等の対価 

⑨ 介護保険制度の下で提供される次のⒶからⒸのような一定の施

設・居宅サービスの対価 

Ⓐ 指定介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設における

介護費、食費、居住費などの施設サービスの対価として支払った

額の２分の１相当額 

Ⓑ 介護老人保健施設・指定介護療養型医療施設における介護費、

食費、居住費などの施設サービスの対価として支払った額 

Ⓒ 一定の居宅サービスの自己負担額 

⑩ 通院費用、入院の部屋代や食事代の費用、医療用器具の購入代や

賃借料の費用で、通常必要なもの 

⑪ 義手、義足、松葉づえ、補聴器、義歯などの購入費 

⑫ 身体障害者福祉法などの規定により都道府県や市町村に納付す

る費用のうち、医師などの診療費用や⑩⑪の費用に当たるもの 

また、健康の保持増進及び疾病の予防への一定の取組を行う方が、
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特定の医薬品を購入した場合には、医療費控除の特例であるセルフ

メディケーション税制の適用を受けることができます。セルフメデ

ィケーション税制の適用を選択された方は、通常の医療費控除を受

けることはできません。セルフメディケーション税制の対象となる

特定の医薬品は、領収書にその対象の商品である旨が表示されてい

ます。 

⑶ 社会保険料控除〔Ｐ65〕 

 健康保険料、国民健康保険料、後期高齢者医療保険料、介護保険料

や国民年金保険料など納税者本人や納税者本人と生計を一にする親族

が負担することになっている社会保険料を支払った場合は、その全額

を所得から控除することができます。 

⑷ 小規模企業共済等掛金控除〔Ｐ65〕 

小規模企業共済法に定める旧第２種共済契約を除いた共済契約掛金、

確定拠出年金法に規定する企業型年金加入者掛金又は個人型年金の加

入者掛金、地方公共団体が実施する心身障害者扶養共済制度に係る契

約で、一定の要件を備えたものの掛金を支払った場合は、その全額を

所得から控除することができます。 

⑸ 生命保険料控除〔Ｐ66〕 

納税者本人や親族を受取人とする一定の生命保険契約などに基づい

て保険料（いわゆる契約者配当金を除きます。）を支払った場合は、

一定額を所得から控除することができます。 

なお、平成24年１月１日以後に締結した保険契約等（新契約）に係

る保険料については、新生命保険料と新個人年金保険料、介護医療保

険料のそれぞれについて、最高４万円を限度として所得から控除する
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ことができます。 

平成23年12月31日以前に締結した保険契約等（旧契約）に係る保険

料については、旧生命保険料と旧個人年金保険料について、それぞれ

最高５万円を限度として所得から控除することができます。また、新

契約及び旧契約の双方に加入している場合は、旧生命保険料と旧個人

年金保険料の金額により最高５万円又は４万円を限度として所得から

控除することができます。 

これらの各保険料の控除の合計適用限度額は12万円となります。 

⑹ 地震保険料控除〔Ｐ68〕 

納税者本人や納税者本人と生計を一にする親族の住んでいる家屋や

家財などを対象とした地震保険料（いわゆる契約者配当金を除きま

す。）を支払った場合には、最高５万円を限度として所得から控除す

ることができます。 

 なお、平成18年12月31日までに締結した一定の長期損害保険契約に

係る保険料を支払った場合には、最高１万5,000円（控除の対象とな

る地震保険料があるときは、合計で最高５万円）を限度として所得か

ら控除することができます。 

⑺ 寄附金控除〔Ｐ69〕 

国、地方公共団体（ふるさと納税など）、公益社団法人又は公益財

団法人、特定公益増進法人、認定NPO法人等など特定の団体に寄附金

を支出した場合や特定の政治献金、一定の特定公益信託の信託財産と

するための金銭などを支出した場合は、総所得金額等の40％相当額又

はこれらの寄附金の額のいずれか少ない方の金額から2,000円を控除

した金額を寄附金控除として所得から控除することができます。 
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⑻ 障害者控除〔Ｐ69〕 

納税者本人又は同一生計配偶者や扶養親族が所得税法上の障害者に

当たる場合は、障害者一人につき27万円、重度の障害がある場合は

特別障害者として、一人につき40万円を控除することができます。 

なお、同一生計配偶者や扶養親族が特別障害者で、納税者又はその

配偶者若しくは納税者と生計を一にする親族のいずれかの方と普段同

居している場合には、その特別障害者一人につき75万円を所得から

控除することができます。 

⑼ 寡婦控除〔Ｐ70〕 

夫と死別や離婚をした後再婚していない納税者で、一定の要件を満

たす場合は27万円を所得から控除することができます。 

⑽ ひとり親控除〔Ｐ71〕 

現に婚姻をしていない納税者で、その方と生計を一にする子を有す

るなど一定の要件を満たす場合は35万円を所得から控除することがで

きます。 

⑾ 勤労学生控除〔Ｐ71〕 

納税者が勤労学生で、合計所得金額が75万円以下であるなど一定の

要件を満たす場合は、27万円を所得から控除することができます。 

⑿ 配偶者控除〔Ｐ71〕 

納税者の配偶者でその年の12月31日（年の中途で死亡した人につい

ては、その死亡の日となります。）現在で生計を一にする青色事業専

従者として給与の支払を受けない方及び白色事業専従者に当たらない

方であって、合計所得金額が48万円以下の方を「同一生計配偶者」と

いいます。そして、同一生計配偶者のうち、合計所得金額が1,000万
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円以下である納税者の配偶者を「控除対象配偶者」といいます。控除

対象配偶者については、配偶者控除として納税者の合計所得金額に応

じてそれぞれ次の金額を所得から控除することができます。 

①  納税者の合計所得金額が900万円以下の場合 

一 般 の 控 除 対 象 配 偶 者 38万円 

老 人 控 除 対 象 配 偶 者 48万円 

②  納税者の合計所得金額が900万円超950万円以下の場合 

一 般 の 控 除 対 象 配 偶 者 26万円 

老 人 控 除 対 象 配 偶 者 32万円 

③  納税者の合計所得金額が950万円超1,000万円以下の場合 

一 般 の 控 除 対 象 配 偶 者 13万円 

老 人 控 除 対 象 配 偶 者 16万円 

※ 「老人控除対象配偶者」とは、控除対象配偶者のうち、その年の

12月31日現在の年齢が70歳以上の方をいいます。 

⒀ 配偶者特別控除〔Ｐ74〕 

生計を一にする配偶者があり、次の①から④の要件を全て満たす場

合には最高38万円を所得から控除することができます。 

この場合、控除することができる金額は、納税者及び配偶者の合計

所得金額に基づいてそれぞれ一定の金額が定められています。 

（要件） 

① 納税者本人の合計所得金額が1,000万円以下であること 

② 配偶者が青色事業専従者として給与の支払を受ける方、白色事業

専従者及び他の者の扶養親族とされる方でないこと 

③ 配偶者の合計所得金額が48万円超133万円以下であること 
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④ 配偶者が納税者本人を対象として配偶者特別控除を受けていない

こと 

⒁ 扶養控除〔Ｐ76〕 

 配偶者を除く親族又は都道府県知事から養育を委託された児童（い

わゆる里子）や市町村長から養護を委託された老人で、その年の12月

31日現在で生計を一にする青色事業専従者として給与の支払を受けな

い方及び白色事業専従者に当たらない方のうち、合計所得金額が48万

円以下の方を「扶養親族」といいます。 

 納税者に控除対象扶養親族となる方がいる場合には、次の区分に応

じ、それぞれ次の金額を扶養控除として所得から控除することができ

ます。 

一 般 の 控 除 対 象 扶 養 親 族 38万円 

特 定 扶 養 親 族 63万円 

老人扶養親族 
同居老親等以外の者  48万円 

同 居 老 親 等 58万円 

※１ 「控除対象扶養親族」とは、扶養親族のうち、その年の12月31

日現在の年齢が16歳以上の一定の人をいいます。 

※２ 「一般の控除対象扶養親族」とは、控除対象扶養親族のうち、

特定扶養親族及び老人扶養親族以外の方をいいます。 

※３ 「特定扶養親族」とは、控除対象扶養親族のうち、その年の12

月31日現在の年齢が19歳以上23歳未満の方をいいます。 

※４ 「老人扶養親族」とは、控除対象扶養親族のうち、その年の

12月31日現在の年齢が70歳以上の方をいいます。この場合の

「同居老親等」とは、老人扶養親族のうち、納税者又はその配



 

33 

 

偶者の直系尊属で納税者又はその配偶者と普段同居している方

をいいます。 

⒂ 基礎控除〔Ｐ79〕 

納税者の合計所得金額に応じて次の金額を所得から控除すること

ができます。 

納税者の合計所得金額 控除額 

2,400万円以下の場合 48万円 

2,400万円を超え 2,450万円以下の場合 32万円 

2,450万円を超え 2,500万円以下の場合 16万円 

2,500万円を超える場合 0円 

２ 税額控除〔Ｐ79〕 

 このほか、課税所得に税率を適用して算出した税額から控除できるも

のがあり、この控除を税額控除といいます。税額控除の主なものは次の

⑴から⑹のとおりです。 

⑴ 配当控除〔Ｐ80〕 

配当所得がある場合、原則として、配当所得の10％に相当する金

額を控除することができます。ただし、配当所得のうち外国株式に

係る配当などの一定のもの、確定申告をしないことを選択したもの、

申告分離課税を選択したものなどについては、配当控除の適用はあ

りません。 

⑵ 住宅借入金等特別控除〔Ｐ80〕 

納税者が一定の要件に当てはまる住宅を取得したり、増改築等を

した場合において、その取得又は増改築等に係る借入金を有するな

ど、一定の要件を満たすときは、居住の用に供した年から10年間又
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は13年間、所定の方法によって計算した額を所得税額から控除する

ことができます。 

この控除を受けるには、必要な書類を添えて確定申告をする必要

があります。 

なお、給与所得者は１年目に確定申告をすると２年目以降は年末

調整で控除を受けることができます。 

⑶ 寄附金特別控除〔Ｐ81〕 

個人が支出した政治活動に関する寄附金のうち政党若しくは政治資

金団体に対する寄附金又は個人が支出した認定NPO法人等若しくは公

益社団法人等に対する寄附金で一定のものは、支払った金額の合計額

が2,000円を超える場合、所得控除である寄附金控除との選択により、

所得税額の25％を限度として一定額をその年分の所得税額から控除す

ることができます。 

⑷ 住宅耐震改修特別控除〔Ｐ82〕 

 居住の用に供する家屋（昭和56年５月31日以前に建築された家屋で

一定のものに限ります。）について一定の耐震改修をした場合には、

その耐震改修工事の標準的な費用の額の10％に相当する金額を所得税

額から控除することができます。 

なお、この控除額は、最高25万円となります。 

⑸ 住宅特定改修特別税額控除〔Ｐ83〕 

一定のバリアフリー改修工事、省エネ改修工事、多世帯同居改修工

事、耐久性向上改修工事又は子育て対応改修工事をした場合で、一定

の要件を満たすときは、バリアフリー改修工事などの標準的な費用の

額の10％に相当する金額を所得税額から控除することができます。 
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なお、この場合の控除額には限度額が定められており、例えば、バ

リアフリー改修工事のみをした場合の控除額は、最高20万円となりま

す。 

⑹ 認定住宅等新築等特別税額控除〔Ｐ84〕 

一定の認定長期優良住宅、認定低炭素住宅（これらを「認定住宅」

といいます。）又はZEH水準省エネ住宅を新築等した場合で、一定の要

件を満たすときは、認定住宅又はZEH水準省エネ住宅の新築等に係る

標準的なかかり増し費用の額の10％に相当する金額をその居住の用に

供した年分の所得税額から控除することができます。 

なお、この控除額は、最高65万円となります。 

３ 定額減税〔Ｐ85〕 

 令和６年分の所得税については、定額による所得税額の特別控除（以

下「定額減税」といいます。）が実施されます。 

 所得税額から控除される定額減税額は次の金額の合計額です。ただし、

令和６年分の合計所得金額が1,805万円を超える方及び本人が非居住者

である方は、定額減税の対象となりません。 

① 本人（居住者に限ります。） ３万円 

➁ 同一生計配偶者又は扶養親族（いずれも居住者に限ります。） １

人につき３万円 

 なお、生計を一にする青色事業専従者として給与の支払を受ける方

及び白色事業専従者は定額減税の対象となりません。 

４ 計算例〔Ｐ86〕 

以上のような所得控除や税額控除を適用した所得税等の申告納税額の

計算例を示すと次のとおりです。 
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① マッサージ業を営んでいます。 

② 事業専従者控除後の事業所得の金額は309万円です。 

③ 事業所得以外の所得はありません。 

④ 支払った社会保険料は40万円です。 

⑤ 支払った生命保険料は12万円です（平成23年12月31日以前に締

結した保険契約等（旧契約）に係る保険料で個人年金保険料は含ま

れていません。）。 

⑥ 支払った地震保険料のうち住まいに係るものは１万円です。 

⑦ 身体障害者手帳（障害の程度３級）の交付を受けています。 

⑧ 配偶者はマッサージの手伝いをしていて、事業専従者です。 

⑨ 扶養親族は高校生の子１人（年齢は16歳以上19歳未満）です。 

⑩ 白色申告者です。 

事業所得以外の所得はありませんので、総所得金額は、事業所得の金

額309万円と同じです。 

所得控除額は、社会保険料控除40万円、生命保険料控除５万円、地震

保険料控除１万円、障害者控除27万円、扶養控除38万円、基礎控除48万

円の合計額159万円です。 

課税される所得金額は、総所得金額309万円から所得控除額159万円を

差し引いて150万円となり、所得税額は「所得税の税額表」を適用して

計算し、７万5,000円となります。 

令和６年分特別税額控除額（定額減税額）は本人分３万円と扶養親族

分３万円の６万円になります。 

基準所得税額は、計算した所得税額７万5,000円から令和６年分特別

税額控除額（定額減税額）６万円を差し引いて１万5,000円となります。 
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基準所得税額と基準所得税額に2.1％を掛けて計算した復興特別所得

税額を合計し、所得税等の申告納税額は１万5,300円となります。 

５ 計算過程〔Ｐ89〕 

① 総所得金額（事業所得金額）…………………………… 309万円 

② 所得控除額 ……………………………………………… 159万円 

 

社会保険料控除   40万円 

生命保険料控除   ５万円 

地震保険料控除   １万円 

障 害 者 控 除   27万円 

扶 養 控 除   38万円 

基 礎 控 除  
 

48万円 

合  計  159万円 

③ 課税される所得金額（①－②）………………………… 150万円 

309万円－159万円＝150万円 

なお、1,000円未満の端数がある場合は切り捨てます。 

④ 所得税額 …………………………………………… ７万5,000円 

150万円×５％＝７万5,000円 
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○所得税の税額表 

〔計算式〕Ⓐ×Ⓑ－Ⓒ＝所得税額 

Ⓐ課税される所得金額 Ⓑ税率 Ⓒ控除額 

1,000円から    194万9,000円まで ５％ ０円 

195万円から    329万9,000円まで 10％ ９万7,500円 

330万円から    694万9,000円まで 20％ 42万7,500円 

695万円から    899万9,000円まで 23％ 63万6,000円 

 900万円から   1,799万9,000円まで 33％ 153万6,000円 

1,800万円から  3,999万9,000円まで 40％ 279万6,000円 

4,000万円以上 45％ 479万6,000円 

⑤ 令和６年分特別税額控除額（定額減税額） …………… ６万円 

    ３万円（本人分）＋３万円（扶養親族分）＝６万円 

⑥ 基準所得税額（④－⑤）………………………………１万5,000円 

     ７万5,000円－６万円＝１万5,000円 

⑦ 所得税等の申告納税額 ………………………………１万5,300円 

 (ｲ) 復興特別所得税額 

     １万5,000円×2.1％＝315円 

 (ﾛ) 所得税等の申告納税額 

       １万5,000円＋315円＝１万5,315円 → １万5,300円 

なお、100円未満の端数がある場合は切り捨てます。 

  




